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◇熊本県職員等の自己啓発等休業に関する条例の一部を改正する条例
１ 自己啓発等休業の対象となる国際貢献活動を規定する独立行政法人国際協力機構

法の引用条項を改正することとした。（第５条関係）
２ この条例は、公布の日から施行することとした。

◇熊本県手数料条例の一部を改正する条例
１ 保健師助産師看護師法の一部改正に伴い、手数料の新設を行うこととした。（第

２条第１項第９４号の２－第９４号の５関係）
(１) 准看護師再教育研修手数料

ア 保健師助産師看護師法第１４条第２項第１号の処分を受けた准看護師の場
合
４５，０００円

イ 保健師助産師看護師法第１４条第２項第２号の処分を受けた准看護師又は
同条第３項の規定により准看護師に係る再免許を受けようとする者の場合
７５，０００円

(２) 准看護師再教育研修修了登録申請手数料 ５，７００円
(３) 准看護師再教育研修修了登録証の書換え交付手数料 ３，７００円
(４) 准看護師再教育研修修了登録証の再交付手数料 ４，４００円

２ その他の法律の改正等に伴い、関係規定を整理することとした。（第２条第１項
第１７２号－第１７６号及び同項第３７４号－第３７７号関係）

３ この条例は、公布の日から施行することとした。
４ 熊本県収入証紙条例の一部改正（附則第２項関係）

この条例による手数料の新設に伴い、熊本県収入証紙条例の一部を改正すること
とした。

◇ふるさとくまもと応援寄附基金条例
１ ふるさとくまもと応援寄附基金の設置及び管理に関し、必要な事項を定めること

とした。
(１) ふるさとくまもとを応援する者からの寄附金を活用することにより、子ども

から高齢者まですべての県民が夢と希望を持ち、幸せを感じることができる豊
かで活力に満ちた熊本県を創造するため、ふるさとくまもと応援寄附基金（以
下「基金」という。）を設置することとした。（第１条関係）

(２) 基金として積み立てる額は、前条の寄附金の額の範囲内で、熊本県一般会計
歳入歳出予算で定めることとした。（第２条関係）

(３) 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法によ
り保管しなければならず、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代える
ことができることとした。（第３条関係）

(４) 基金の運用から生ずる収益は、予算に計上して、基金に編入するものとする
こととした。（第４条関係）

(５) 知事は、財政上必要があると認めるときは、基金に属する現金を歳計現金に
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繰り替えて運用することができることとした。（第５条関係）
(６) 知事は、第１条に規定する目的を達成するために必要な次に掲げる事業に要

する経費の財源として活用する場合に限り、予算の定めるところにより基金の
全部又は一部を処分することができることとした。（第６条関係）
ア 教育又は文化の振興に関する事業
イ 環境の保全又は再生に関する事業
ウ 保健、医療又は福祉の充実に関する事業
エ 産業の振興に係る地域の活性化に関する事業
オ 安全で安心な県民生活の確保に関する事業
カ ア～オに掲げるもののほか、知事が第１条に規定する目的を達成するため

に必要と認める事業
２ この条例は、公布の日から施行することとした。

◇熊本県税条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例
１ 公益法人改革に伴い、寄附金税額控除に係る改正規定中、引用法令を改めること

とした。
２ この条例は、公布の日から施行することとした。

◇熊本県食品衛生基準条例の一部を改正する条例
１ 公衆衛生上講ずべき措置の基準として、営業者が、食品等に関する消費者からの

健康被害に関する情報等について、保健所長等に速やかに報告する規定を追加する
こととした。（別表第１関係）

２ この条例は、公布の日から施行することとした。

◇熊本県公共育成牧場の設置、管理及び預託料に関する条例を廃止する条例
１ 熊本県公共育成牧場の設置、管理及び預託料に関する条例は、廃止することとし

た。
２ この条例は、平成２１年４月１日から施行することとした。

◇熊本県立青少年の家条例の一部を改正する条例
１ 熊本県立青年の家条例（昭和４７年熊本県条例第４１号）及び熊本県立少年自然

の家条例（昭和４９年熊本県条例第３８号）を廃止し、青少年の家の名称及び位置
の表に熊本県立天草青年の家、熊本県立菊池少年自然の家及び熊本県立豊野少年自
然の家を追加することとした。（第２条及び附則第２項関係）

２ 休所日の規定を追加することとした。（第４条関係）
３ 職員の設置規定を削除することとした。（旧第６条関係）
４ 青少年の家の施設等の利用の許可基準に関する規定を追加することとした。（第

６条関係）
５ 青少年の家の利用に係る使用料及びその徴収対象者の見直しに伴い、関係規定を

整備することとした。（第８条及び別表関係）
６ 青少年の家に指定管理者制度を導入することに伴い、次の事項を加えることとし

た。
(１) 青少年の家の管理を指定管理者に行わせることができること及びそれに伴う

指定管理者の権限等に関する事項（第１０条関係）
(２) 指定管理者が行う業務に関する事項（第１１条関係）
(３) 利用料金に関する事項（第１２条関係）
(４) 指定管理者の原状回復義務に関する事項（第１３条関係）

７ 青少年の家の利用者の損害賠償義務及びその義務の全部又は一部の免除規定を追
加することとした。（第１４条関係）

８ この条例に施行に関する事項は、教育委員会規則で定めることとすることに伴い、
関係規定を整備することとした。（第１５条関係）

９ 文言の整理を行うこととした。（第３条及び第７条関係）
１０ この条例は、平成２１年４月１日から施行することとした。
１１ 次に掲げる条例は、廃止することとした。

(１) 熊本県立青年の家条例（昭和４７年熊本県条例第４１号）
(２) 熊本県立少年自然の家条例（昭和４９年熊本県条例第３８号）

１２ 経過措置として次の事項を規定することとした。
(１) この条例による改正後の熊本県立青少年の家条例の使用料に関する規定は、

この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の利用に係る使用料につ
いて適用し、施行日前の利用に係る使用料については、なお従前の例によるこ
ととした。

(２) 施行日の前日から施行日にかけての宿泊による利用は、施行日前の利用とみ
なして、（１）の規定を適用することとした。
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熊本県職員等の自己啓発等休業に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。
平成２０年１０月３日

熊本県知事 蒲 島 郁 夫
熊本県条例第５３号

熊本県職員等の自己啓発等休業に関する条例の一部を改正する条例
熊本県職員等の自己啓発等休業に関する条例（平成１９年熊本県条例第６７号）の一部

を次のように改正する。
第５条第１号中「第１３条第１項第３号」を「第１３条第１項第４号」に改める。

附 則
この条例は、公布の日から施行する。

熊本県手数料条例の一部を改正する条例をここに公布する。
平成２０年１０月３日

熊本県知事 蒲 島 郁 夫
熊本県条例第５４号

熊本県手数料条例の一部を改正する条例
熊本県手数料条例（平成１２年熊本県条例第９号）の一部を次のように改正する。
第２条第１項第９４号の次に次の４号を加える。
(94)の２ 保健師助産師看護師法第１５条の２第２項の規定に基づく准看護師再教育研

修の実施
准看護師再教育研修手数料

ア 保健師助産師看護師法第１４条第２項第１号の処分を受けた准看護師の場合
４５，０００円

イ 保健師助産師看護師法第１４条第２項第２号の処分を受けた准看護師又は同
条第３項の規定により准看護師に係る再免許を受けようとする者の場合７５,
０００円

(94)の３ 保健師助産師看護師法第１５条の２第４項の規定に基づく准看護師再教育研
修を修了した旨の准看護師籍への登録の申請に対する審査
准看護師再教育研修修了登録申請手数料 ５，７００円

(94)の４ 保健師助産師看護師法第１５条の２第５項に規定する再教育研修修了登録証
（准看護師に係るものに限る。）の書換え交付
准看護師再教育研修修了登録証の書換え交付手数料 ３，７００円

(94)の５ 保健師助産師看護師法第１５条の２第５項に規定する再教育研修修了登録証
（准看護師に係るものに限る。）の再交付
准看護師再教育研修修了登録証の再交付手数料 ４，４００円

第２条第１項第１７２号中「第９条第１項」を「第１０条第１項」に改め、同項第１７
３号中「第１１条第３項」を「第１２条第３項」に改め、同項第１７４号中「第１１条の
２」を「第１３条」に改め、同項第１７５号中「第１４条第１項」を「第１７条第１項」
に改め、同項第１７６号中「第１８条」を「第２１条」に改め、同項第３７４号中「臨床
検査技師、衛生検査技師等に関する法律」を「臨床検査技師等に関する法律」に改め、
「の登録」の次に「の申請に対する審査」を加え、同項第３７５号及び第３７６号中「臨
床検査技師、衛生検査技師等に関する法律」を「臨床検査技師等に関する法律」に、「に
関する」を「に係る」に改め、同項第３７７号中「臨床検査技師、衛生検査技師等に関す
る法律」を「臨床検査技師等に関する法律」に改め、「の変更」の次に「の申請に対する
審査」を加える。

附 則
１ この条例は、公布の日から施行する。
２ 熊本県収入証紙条例（昭和３９年熊本県条例第２４号）の一部を次のように改正する。

別表第１手数料の項中第８９号の次に次の４号を加える。
89の2 准看護師再教育研修手数料
89の3 准看護師再教育研修修了登録申請手数料
89の4 准看護師再教育研修修了登録証の書換え交付手数料
89の5 准看護師再教育研修修了登録証の再交付手数料

ふるさとくまもと応援寄附基金条例をここに公布する。
平成２０年１０月３日

熊本県知事 蒲 島 郁 夫
熊本県条例第５５号

ふるさとくまもと応援寄附基金条例
（設置）

第１条 ふるさとくまもとを応援する者からの寄附金を活用することにより、子どもから

条 例
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高齢者まですべての県民が夢と希望を持ち、幸せを感じることができる豊かで活力に満
ちた熊本県を創造するため、ふるさとくまもと応援寄附基金（以下「基金」という。）
を設置する。
（積立て）

第２条 基金として積み立てる額は、前条の寄附金の額の範囲内で、熊本県一般会計歳入
歳出予算（以下「予算」という。）で定める。
（管理）

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保
管しなければならない。

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代えることができ
る。
（運用益金の処理）

第４条 基金の運用から生ずる収益は、予算に計上して、基金に編入するものとする。
（繰替運用）

第５条 知事は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率
を定めて基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。
（基金の処分）

第６条 知事は、第１条に規定する目的を達成するために必要な次に掲げる事業に要する
経費の財源として活用する場合に限り、予算の定めるところにより基金の全部又は一部
を処分することができる。
(１) 教育又は文化の振興に関する事業
(２) 環境の保全又は再生に関する事業
(３) 保健、医療又は福祉の充実に関する事業
(４) 産業の振興に係る地域の活性化に関する事業
(５) 安全で安心な県民生活の確保に関する事業
(６) 前各号に掲げるもののほか、知事が第１条に規定する目的を達成するために必要

と認める事業
（委任）

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、知事が定める。
附 則

この条例は、公布の日から施行する。

熊本県税条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例をここに公布する。
平成２０年１０月３日

熊本県知事 蒲 島 郁 夫
熊本県条例第５６号

熊本県税条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例
熊本県税条例の一部を改正する条例（平成２０年熊本県条例第４３号）の一部を次のよ

うに改正する。
第３０条の改正規定中「所得税法施行令（昭和４０年政令第９６号）第２１７条各号に

規定する法人に対する」を「所得税法第７８条第２項第３号に規定する」に改める。
附 則

この条例は、公布の日から施行する。

熊本県食品衛生基準条例の一部を改正する条例をここに公布する。
平成２０年１０月３日

熊本県知事 蒲 島 郁 夫
熊本県条例第５７号

熊本県食品衛生基準条例の一部を改正する条例
熊本県食品衛生基準条例（平成１２年熊本県条例第２０号）の一部を次のように改正す

る。
別表第１第１項第８号ア中「この項」を「この号」に改め、同項第１３号を次のように

改める。
（１３） 情報の提供

ア 営業者は、消費者に対し、販売食品等についての安全性に関する情報提供に努め
ること。

イ 営業者は、製造し、加工し、又は輸入した食品等に関する消費者からの健康被害
（当該食品等に起因し、又は起因する疑いがあると医師に診断されたものに限る。）
に関する情報及び法に違反する食品等に関する情報を保健所長等に速やかに報告す
ること。
附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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熊本県公共育成牧場の設置、管理及び預託料に関する条例を廃止する条例をここに公布
する。

平成２０年１０月３日
熊本県知事 蒲 島 郁 夫

熊本県条例第５８号
熊本県公共育成牧場の設置、管理及び預託料に関する条例を廃止する条例

熊本県公共育成牧場の設置、管理及び預託料に関する条例（昭和４６年熊本県条例第１
６号）は、廃止する。

附 則
この条例は、平成２１年４月１日から施行する。

熊本県立青少年の家条例の一部を改正する条例をここに公布する。
平成２０年１０月３日

熊本県知事 蒲島 郁夫
熊本県条例第５９号

熊本県立青少年の家条例の一部を改正する条例
熊本県立青少年の家条例（平成９年熊本県条例第４２号）の一部を次のように改正する。
第２条中「次のとおり」を「次の表のとおり」に改め、同条の表熊本県立あしきた青少

年の家の項の前に次のように加える。

熊本県立天草青年の家 上天草市

熊本県立菊池少年自然の家 菊池市

熊本県立豊野少年自然の家 宇城市

第９条の見出しを「（委任）」に改め、同条中「教育委員会が定める」を「教育委員会
規則で定める」に改め、同条ただし書を削り、同条を第１５条とする。

第８条を第９条とし、同条の次に次の５条を加える。
（指定管理者による管理）

第１０条 青少年の家の管理は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」とい
う。）第２４４条の２第３項の規定により法人その他の団体であって教育委員会が指定
するもの（以下「指定管理者」という。）に行わせることができる。

２ 前項の規定により青少年の家の管理を指定管理者に行わせる場合は、第４条の規定に
かかわらず、当該指定管理者は、必要があると認めるときは、あらかじめ教育委員会の
承認を得て、青少年の家の休所日を変更し、又は別に定めることができる。

３ 第１項の規定により青少年の家の管理を指定管理者に行わせる場合は、第５条から第
７条までの規定中「教育委員会」とあるのは、「指定管理者」と読み替えるものとする。

４ 第１項の規定により青少年の家の管理を指定管理者に行わせる場合において、当該指
定管理者が青少年の家の管理を行うこととされた期間（以下「指定管理期間」という。）
前にされた第５条第１項（前項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）の許
可の申請は、当該指定管理者にされた許可の申請とみなす。

５ 第１項の規定により青少年の家の管理を指定管理者に行わせる場合において、指定管
理期間前に第５条第１項（第３項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）の
許可を受けている者は、当該指定管理者の利用の許可を受けた者とみなす。
（指定管理者の業務）

第１１条 指定管理者は、次の各号に掲げる業務を行うものとする。
（１） 第３条各号に掲げる業務
（２） 青少年の家の施設等の利用の許可に関する業務
（３） 青少年の家の施設等の維持及び修繕に関する業務
（４） 前３号に掲げるもののほか、指定管理者が青少年の家の管理上必要と認める業務
（利用料金）

第１２条 第１０条第１項の規定により青少年の家の管理を指定管理者に行わせる場合は、
第８条第１項の規定にかかわらず、前条各号に掲げる業務のほか、当該指定管理者に青
少年の家の施設等の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）を収受させることが
できる。

２ 利用料金の額は、別表に定める額に１．３を乗じて得た額を上限として、指定管理者
が知事の承認を得て定める額とする。

３ 指定管理者は、あらかじめ知事の承認を得て定めた基準により、利用料金の減免又は
還付をすることができる。
（原状回復義務）

第１３条 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は法第２４４条の２第１１
項の規定により指定を取り消され、若しくは期間を定めて管理の業務の全部若しくは一
部の停止を命ぜられたときは、その管理しなくなった青少年の家の施設等を速やかに原
状に回復しなければならない。ただし、知事の承認を得たときは、この限りでない。
（損害賠償）

第１４条 故意又は過失により青少年の家の施設又は設備をき損し、又は滅失した者は、
これによって生じた損害を賠償しなければならない。ただし、知事が特別の事情がある
と認めるときは、損害賠償義務の全部又は一部を免除することができる。
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第６条及び第７条を削る。
第５条中「前条第１項」を「第５条第１項」に改め、「受けた者」の次に「（以下「利

用者」という。）」を加え、「該当するとき又は」を「該当するとき、又は」に改め、同
条第２号中「前条第２項」を「第５条第２項」に改め、同条を第７条とし、同条の次に次
の１条を加える。

（使用料）
第８条 利用者は、別表に定める額を使用料として納めなければならない。
２ 前項の使用料は、前納とする。
３ 既納の使用料は、還付しない。ただし、知事が特別の事情があると認めるときは、そ

の全部又は一部を還付することができる。
第４条第１項中「青少年の家」の次に「の施設等」を加え、同条第２項中「場合におい

て、」の次に「青少年の家の」を加え、同条を第５条とし、同条の次に次の１条を加える。
（利用の許可の基準）

第６条 教育委員会は、前条第１項の許可を受けようとする者が次の各号のいずれかに該
当すると認めるときは、許可をしないことができる。
(１) 青少年の家における公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあると認められると

き。
(２) 青少年の家の施設又は設備をき損し、又は滅失するおそれがあると認められると

き。
(３) その他利用させることが青少年の家の管理上支障があると認められるとき。
第３条第１号中「青少年育成関係者」を「青少年育成指導者」に、「施設」を「施設及

び設備（以下「施設等」という。）」に改め、同条第２号中「施設」を「施設等」に、「助
言」を「当該諸活動に関する助言」に改め、同条第４号中「関する」を「掲げる」に改め、
同条の次に次の１条を加える。

（休所日）
第４条 青少年の家の休所日は、１２月２９日から翌年１月３日までとする。ただし、熊

本県教育委員会（以下「教育委員会」という。）が特に必要があると認めるときは、休
所日を変更し、又は別に休所日を定めることができる。
附則の次に次の別表を加える。

別表（第８条関係）

使用料の額

区分
一般の者 高校生以下

の者

宿泊棟泊 １人１泊

につき

６６０円 ２５０円宿泊を伴う

施設等利用

キャンプ場泊 １人１泊

につき

３００円 １００円

天草青年の家、

菊池少年自然

の家及び豊野

少年自然の家

宿泊を伴わない施設等利用 １人１日

につき

１００円 ５０円

宿泊棟泊 １人１泊

につき

１，０６０円 ４００円宿泊を伴う

施設等利用

キャンプ場泊 １人１泊

につき

３００円 １００円

宿泊を伴わない施設等利用 １人１日

につき

１５０円 ５０円

文化ホール利用 １団体１

時間につ

き

１，５００円

あしきた青少

年の家

マリン活動研修船艇利用 １人１回

につき

５０円

備考
１ 「高校生以下の者」とは、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定

する学校（幼稚園及び大学を除く。）に在学する者をいう。
２ 小学校就学の始期に達するまでの者については、使用料は、無料とする。
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３ あしきた青少年の家の「宿泊を伴う施設等利用」及び「宿泊を伴わない施設等利
用」における「施設等」とは、文化ホール及びマリン活動研修船艇を除いた施設等
をいう。
附 則

（施行期日）
１ この条例は、平成２１年４月１日から施行する。

（熊本県立青年の家条例等の廃止）
２ 次に掲げる条例は、廃止する。

(１) 熊本県立青年の家条例（昭和４７年熊本県条例第４１号）
(２) 熊本県立少年自然の家条例（昭和４９年熊本県条例第３８号）
（経過措置）

３ この条例による改正後の熊本県立青少年の家条例の使用料に関する規定は、この条例
の施行の日（以下「施行日」という。）以後の利用に係る使用料について適用し、施行
日前の利用に係る使用料については、なお従前の例による。

４ 施行日の前日から施行日にかけての宿泊による利用は、施行日前の利用とみなして、
前項の規定を適用する。


